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〔留意事項〕 

・ 本財務書類は、「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。 

・ 省庁別財務書類は、各省庁における財務情報の提供等を目的として一般会計を各

省庁単位で区分し、各省庁に資産や負債が帰属すると擬制するなどの一定の仮定に

基づいて作成するものであり、各省庁が会計的に独立しているものではない点にご

留意ください。 

・ 省庁別財務書類を充分理解して頂くため、「省庁別財務書類の作成基準」及び各

省庁の所掌する業務内容等も併せてご覧ください。 

 



貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
令和 6年    
     3月31日

令和 7年    
     3月31日

令和 6年    
     3月31日

令和 7年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

未収金 未払金1,797 1,793 134 47

前払費用 賞与引当金31 37 4,403 4,626

貸付金 退職給付引当金11 11 56,282 56,372

貸倒引当金 その他の債務等△ 1,702 △ 1,700 8,370 7,012

有形固定資産 486,643 501,316

国有財産（公共用
財産を除く）

470,250 485,600

土地 284,225 291,665

立木竹 1,165 1,163

建物 106,422 110,324

工作物 76,818 79,579

建設仮勘定 1,618 2,866

物品 負 債 合 計16,393 15,715 69,190 68,059

無形固定資産 ＜資産・負債差額の部＞15,311 18,937

出資金 資産・負債差額10,476,198 10,586,075 10,909,101 11,038,411

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 10,978,292 11,106,470 10,978,292 11,106,470



業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 令和 5年 4月 1日) (自 令和 6年 4月 1日)
(至 令和 6年 3月31日) (至 令和 7年 3月31日)

人件費 92,008 96,064

賞与引当金繰入額 4,403 4,626

退職給付引当金繰入額 3,852 4,910

補助金等 45,631 5,863

委託費等 508,343 518,581

独立行政法人運営費交付金 187,256 180,222

庁費等 127,184 122,389

その他の経費 37,581 39,962

減価償却費 8,451 8,880

貸倒引当金繰入額 △ 5 △ 2

支払利息 848 879

資産処分損益 965 1,169

本年度業務費用合計 1,016,522 983,548



資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 令和 5年 4月 1日) (自 令和 6年 4月 1日)
(至 令和 6年 3月31日) (至 令和 7年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 10,769,770 10,909,101

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 1,016,522 △ 983,548

Ⅲ　財源 978,355 951,237

　　主管の財源 34,201 48,953

　　配賦財源 944,154 902,283

Ⅳ　無償所管換等 89,506 126,857

Ⅴ　資産評価差額 87,991 34,762

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 10,909,101 11,038,411



区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 令和 5年 4月 1日) (自 令和 6年 4月 1日)
(至 令和 6年 3月31日) (至 令和 7年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 34,509 49,007

配賦財源 944,154 902,283

財源合計 978,663 951,291

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 100,404 △ 105,407

補助金等 △ 45,631 △ 5,863

委託費等 △ 467,126 △ 474,288

独立行政法人運営費交付金 △ 187,256 △ 180,222

貸付けによる支出 △ 19 △ 17

庁費等の支出 △ 132,912 △ 127,853

その他の支出 △ 37,564 △ 39,945

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 970,915 △ 933,599

(2)施設整備支出

土地に係る支出 - △ 1,228

立木竹に係る支出 △ 9 △ 2

建物に係る支出 △ 265 △ 3,670

工作物に係る支出 △ 922 △ 679

建設仮勘定に係る支出 △ 1,743 △ 7,129

施設整備支出合計 △ 2,941 △ 12,710

業務支出合計 △ 973,856 △ 946,309

業務収支 4,807 4,981

Ⅱ　財務収支

リース債務の返済による支出 △ 3,860 △ 4,004

ＰＦＩ債務の返済による支出 △ 97 △ 97

利息の支払額 △ 848 △ 879

財務収支 △ 4,807 △ 4,981

本年度収支 - -

翌年度歳入繰入 - -

本年度末現金・預金残高 - -



注 記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 外貨建金銭債権債務等の換算方法 

出納官吏事務規程に基づく為替レートにより換算し、1 円未満の端数が生じる場合には切り捨ててい

る。 

（参 考）主要な出納官吏事務規程第 14 条及び第 16 条に基づくレート  

主な国名 通貨名 令和5年度 令和6年度 

アメリカ合衆国 アメリカドル 137 139 

英国 スターリングポンド 163 172 

欧州経済通貨統合参加国 ユーロ 140 149 

オーストラリア オーストラリアドル 94 93 

カナダ カナダドル 105 103 

シンガポール シンガポールドル 98 103 

スイス スイスフラン 141 153 

スウェーデン スウェーデンクローネ 13 13 

タイ バーツ 3.81 3.99 

大韓民国 ウォン 0.1 0.11 

中華人民共和国(香港特別行政区) 香港･ドル 18 18 

デンマーク デンマーククローネ 19 20 

ノルウェー ノルウェークローネ 14 13 

ロシア ルーブル 2.27 1.75 

アラブ首長国連邦 ディルハム 37 38 

チェコ コルナ 5.69 6.23 

ニュージーランド ニュージーランドドル 84 86 

インド インドルピー 1.73 1.69 

サウジアラビア リヤール 37 37 

  

(2) 減価償却の方法等 

① 有形固定資産 

外務本省分の国有財産（公共用財産を除く）については、国有財産台帳の価格改定に適用される耐

用年数に基づく定率法(平成 19 年 4 月 1 日以後に新築した建物は定額法)によっている。なお、残存

価額まで到達している国有財産(公共用財産を除く)については、耐用年数を経過した翌会計年度から

5 年間で備忘価格 1 円まで均等償却を行っている。 

在外公館分の国有財産については、価格改定が行われていないため、国有財産台帳に記載されてい

る取得価額をもって計上しており、減価償却は行っていない。 

物品（美術品を除く）については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に

基づく、残存価額を取得原価の 10％とした定額法によっている。なお、残存価額まで到達している物

品については、耐用年数を経過した翌会計年度から5年間で備忘価格1円まで均等償却を行っている。 

ファイナンス・リース取引に伴うリース物件については、取得価額相当額を計上し、リース期間終

了後の残存価額をゼロとした定額法により減価償却を行っている。 

② 無形固定資産 

ア 在外公館定期不動産貸借権 

期間が無期限のものについては取得価額で計上し、期間が有限のものについては契約期間に基づ

く定額法により減価償却を行っている。 

在外公館定期不動産貸借権については、社会主義国及び旧英国連邦諸国にみられるような、社会

体制の制約から所有権の取得が認められない国にある長期の期限付不動産権であり、具体的には英



米法の「定期不動産権：Leasehold」等に該当する権利である。我が国国有財産法上定められている

無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権）とは、自ずから性質を異にしており、また、

用益物件(地上権、鉱業権等)でもない。 

なお、貸借権については、国有財産として登録していない。 

イ ソフトウェア 

ソフトウェアについては、取得に要した費用を資産価額とし、利用可能期間（5 年）に基づく定

額法によっている。 

(3) 出資金の評価基準及び評価方法 

・市場価格のないもの 

全て「国有財産法」の規定により政府出資等として管理されている出資金であり、会計年度末にお

ける国有財産台帳価格によって評価している。 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 貸倒引当金 

未収金、貸付金のうち、履行期限到来等債権については、債権の半額を回収不能見込額として計上

している。ただし、損害賠償金債権のうち、平成 20 年度から引当を行っている一債権については、全

額を回収不能見込額として計上している。 

② 賞与引当金 

6 月支給分の期末手当及び勤勉手当の支給見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する

部分（期末手当及び勤勉手当の 6 月支給分の 4/6）を計上している。 

③ 退職給付引当金 

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。 

・基本額 … 勤続年数階層別の職員数 × 平均給与 × 自己都合退職手当支給率 

  ただし、60 歳以後定年前の職員に係る基本額については、特例定年 63 歳の職員の割合が高く、

60 歳以降に俸給が減額となる対象者が少ないため、60 歳以降の職員についても退職日の俸給月

額に自己都合退職の率を乗じる方法により算出している。 

・調整額 … 「国家公務員退職手当法」第 6 条の 4 に定められた区分別の職員数 × 想定され

る調整月額単価 × 60 ヶ月 

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34 年 10 月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る

引当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。 

「国家公務員災害補償法」に基づく補償のうち、遺族補償年金に係る引当金については、「支給率×

平均給与（平均給与上昇率を考慮）×割引率」により算出し、遺族特別給付金（年金）に係る引当金

については、「遺族補償年金の額×特別支給率×割引率」により算出した額を計上している。 

(5) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について 

・平均給与上昇率 ： 2.3％ 

（令和 6 年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率から算出） 

・割  引  率 ： 4.5％ 

（令和 6 年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出） 

 

 

 

 

 



２ 偶発債務 

 係争中の訴訟等で損害賠償の請求を受けているもの 

  （単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

不動産関係訴訟（在外公館賃貸

借契約案件） 

168 - 

 

在外公館施設の賃貸借契約におい

て、中途解約が無効であるとして在

外公館に対し借料等の支払いを求

めて提訴したもの。 

他 24 件 103   

（注 1）現在係争中であって、国または国の機関を被告とした訴訟で、且つ、敗訴した場合に外務省所管一般会

計歳出予算で負担することになる事件について記載している。（令和 7 年 3 月末現在） 

（注 2）訴訟の略称欄は、事件の通称名を記載している。 

（注 3）金額欄は、国側が敗訴した場合に、国が支払うこととなる見込み額とし、1 億円を超える件及び関連す

る件については個別の件名ごとに記載している。 

 

３ 翌年度以降支出予定額 

(1) 歳出予算の繰越し 

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 58,813 百万円 

(2) 国庫債務負担行為 

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 243,274 百万円 

 

４ 追加情報 

(1) 合算する特別会計 

合算すべき特別会計がないため、一般会計省庁別財務書類が省庁別財務書類となっている。 

(2) 出納整理期間 

出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としている。  

(3) 貸倒引当金を計上している債権のうち、徴収可能性に重大な懸念が生じているもの 

債権の種類：（貸付金）帰国費貸付金債権、海外滞在費貸出金債権 

（未収金）返納金債権、損害賠償金債権、延滞金債権、金銭引渡請求権債権 

懸念の内容：納付期限を超えての長期滞納 

金   額：（貸付金）9 百万円、（未収金）1,793 百万円 

(4) 業務費用計算書における収益の計上 

・「貸倒引当金繰入額」において、貸倒引当金の戻入額 2 百万円が計上されている。 

(5) 表示科目の説明 

① 貸借対照表  

ア 資産の部 

・「未収金」には、損害賠償金債権等の未収分を計上している。 

・「前払費用」には、車両自賠責保険料の未経過分を計上している。 

 なお、在外公館の所有車両については、外国の特殊事情から車両ごとの保険料を計上することは

困難なため、既支払額の 1/2 を計上している。 

・「貸付金」には、個人に対する貸付金を計上している。 

・「貸倒引当金」には、未収金及び貸付金に対する貸倒見積額を計上している。 

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、建設仮勘定を除き、国有財産台帳価格を計上している。 

・「土地」には、主に外務省庁舎等の敷地に係る用地を計上している。 

・「立木竹」には、主に外務省庁舎等の敷地上の樹木等を計上している。 

・「建物」には、主に外務省庁舎等を計上している。 



・「工作物」には、主に建物に対する構築物等を計上している。 

・「建設仮勘定」には、建設中の固定資産に係る支出済額を計上している。 

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50 万円以上の機械・器具及びファイナンス・リース取引

に伴うリース物件について、取得価格から減価償却費相当額を控除した後の価額で計上している

ほか、評価額が 300 万円以上の美術品を計上している。 

・「無形固定資産」には、在外公館定期不動産貸借権のほか、電話加入権については取得価格、ソフ

トウェアについては取得に要した費用の 5 カ年分合計から減価償却費相当額を控除した後の価額

で計上している。 

・「出資金」には、国有財産として管理されている政府出資のうち、政策目的をもって保有している

ものを計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、児童手当及び遺族補償年金等の公務災害補償費に係る未払額を計上している。 

・「賞与引当金」には、6 月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、整理資源及び国家公務員災害補償年金に係る引当金を

計上している。 

・「その他の債務等」には、リース物件に係る契約済額及び復興庁への退職給付引当金の所管換分を

計上している。 

② 業務費用計算書 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該

当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額に、児童手当の未払金や退職手当、

賞与及び国家公務員災害補償年金に関する引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上して

いる。 

・「賞与引当金繰入額」には、6 月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち本年度に帰属する

ものを計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付支給時に引当金の取り崩しを行い、当年度末残高との差額

の繰入額を計上している。 

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項で規定する補助金等に該当するものを計上し

ている。 

・「委託費等」には、上記「補助金等」に該当しない委託費のほか、援助費、分担金及び拠出金を計上

している。 

・「独立行政法人運営費交付金」には、国際協力機構及び国際交流基金に対する独立行政法人運営費交

付金を計上している。 

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、資産計上

されるもの及びリース債務、PFI 債務の返済分並びに支払利息を控除したものを計上している。 

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの等を計上して

いる。 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、債権の貸倒れに伴う費用及び損失の見込額のうち、当該年度に係る額及

び貸倒引当金が減少したことに伴う戻入額を計上している。 

・「支払利息」には、リース債務及び PFI 債務の支払利息を計上している。 

・「資産処分損益」には、有形固定資産及び無形固定資産の売却等に伴い生じた損益を計上してい

る。 

③ 資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 



・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、(款)諸収入等を計上している。 

・「配賦財源」には、支出済歳出額から収納済歳入額を差し引いた金額を計上している。 

・「無償所管換等」には、他省庁より当省所管の独立行政法人への出資金、有形固定資産の誤謬訂正に

よる差額等を計上している。 

・「資産評価差額」には、出資金、土地、立木竹、美術品の評価差額を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 

④ 区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、支出済歳出額から収納済歳入額を差し引いた金額を計上している。 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち、職員に係るもの（職員

の手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」

に該当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額を計上している。 

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項で規定する補助金等に該当する支出額を

計上している。 

・「委託費等」には、上記「補助金等」に該当しない委託費の他、援助費、分担金、拠出金を計上し

ている。 

・「独立行政法人運営費交付金」には、国際協力機構及び国際交流基金に対する独立行政法人運営費

交付金を計上している。 

・「貸付けによる支出」には、帰国費貸付金及び海外邦人滞在費短期貸出金の支出額を計上してい   

る。                                                                                              

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当する支出のうち、

貸付けによる支出、施設整備支出及び財務収支に計上されないものを計上している。 

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出等を計上し

ている。 

・「土地に係る支出」には、土地の資産計上に繋がる支出を計上している。 

・「立木竹に係る支出」には、立木竹の資産計上に繋がる支出を計上している。 

・「建物に係る支出」には、建物の資産計上に繋がる支出を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、工作物の資産計上に繋がる支出を計上している。 

・「建設仮勘定に係る支出」には、会計年度末に未完成の工事等に係る前払金相当額を計上している。 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

イ 財務収支 

・「リース債務の返済による支出」には、リース物件に係る支払額を計上している。 

・「PFI 債務の返済による支出」には、PFI に係る支払額を計上している。 

・「利息の支払額」には、リース債務及び PFI 債務に係る利息の支払額を計上している。 

・「財務収支」には、「リース債務の返済による支出」及び「PFI 債務の返済による支出」、「利息の支

払額」の合計額を計上している。 

(6) その他省庁別財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

② 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

③ 重要な会計処理の誤謬の修正 

ア 国有財産台帳の誤謬訂正等により本年度の貸借対照表において、「建物」が 0 百万円、「建設仮勘

定」が 1,543 百万円それぞれ増加し、「工作物」が 8 百万円減少し、「資産・負債差額」が 1,534 百

万円増加している。 



イ 「物品」の誤謬訂正により本年度の貸借対照表において、「物品」が 6 百万円増加し、「資産・負

債差額」が同額増加している。 

ウ ソフトウェアの誤謬訂正により本年度の貸借対照表において、「無形固定資産」が 176 百万円減少

し、「資産・負債差額」が同額減少している。 

  

 

 



附属明細書 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

(1) 資産項目の明細 

① 未収金の明細 

 

 

② 貸付金の明細 

 

 

③ 貸倒引当金の明細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

公務員宿舎使用料債権 個人 0

返納金債権 NPO法人　中日文化経済交流協会他 26

損害賠償金債権 個人 1,745

延滞金債権 個人 7

金銭引渡請求権債権 個人 14

合計 1,793

（単位：百万円）

貸付先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 貸付事由等

個人 11 17 17 11 帰国費、滞在費

合計 11 17 17 11

（単位：百万円）

前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高 前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高

未収金 1,797 △ 3 1,793 1,698 △ 2 1,696

履行期限到来等債権 1,779 △ 3 1,775 1,698 △ 2 1,696

　公務員宿舎使用料債権 - 0 0 - 0 0

　返納金債権 26 △ 0 26 13 △ 0 13

　損害賠償金債権 1,731 0 1,731 1,675 △ 0 1,674

　立替金返還金債権 0 △ 0 - 0 △ 0 -

　延滞金債権 3 △ 0 3 1 △ 0 1

　金銭引渡請求権債権 17 △ 3 14 8 △ 1 7

その他の債権 17 △ 0 17 - - -

　返納金債権 0 - 0 - - -

　損害賠償金債権 13 - 13 - - -

　延滞金債権 4 △ 0 4 - - -

貸付金 11 0 11 4 0 4

履行期限到来等債権 8 0 8 4 0 4

　帰国費貸付金債権 6 △ 0 6 3 △ 0 3

　海外滞在費貸出金債権 1 0 1 0 0 0

その他の債権 3 0 3 - - -

　帰国費貸付金債権 3 0 3 - - -

合計 1,808 △ 3 1,805 1,702 △ 2 1,700

　
　履行期限到来
等債権について
は、債権の半額
を回収不能見込
額として計上し
ている。ただ
し、平成20年度
から引当を行っ
ている一債権に
ついては、全額
を回収不能見込
額として計上し
ている。

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘要



④ 固定資産の明細 

 

 

⑤ 出資金の明細 

ア 出資金の増減の明細 

 

 

イ 市場価格のない出資金の純資産額等の明細 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額
本年度減価償

却額

評価差額
(本年度発生

分)
本年度末残高

（有形固定資産）

国有財産（公共用財産を除く） 470,250 18,345 8,520 686 6,211 485,600

行政財産 467,688 18,344 8,520 686 6,211 483,037

土地 283,994 1,228 - - 6,212 291,435

立木竹 1,165 10 12 - △ 0 1,162

建物 105,144 4,704 503 298 - 109,047

工作物 75,765 3,728 579 388 - 78,525

建設仮勘定 1,618 8,672 7,424 - - 2,866

普通財産 2,562 0 0 - - 2,562

土地 230 - - - - 230

立木竹 0 0 0 - - 0

建物 1,277 - - - - 1,277

工作物 1,053 - - - - 1,053

物品 16,393 4,776 126 5,330 3 15,715

物品(美術品を除く） 5,124 2,129 119 1,326 - 5,807

美術品 2,915 - 6 - 3 2,912

リース物件 8,353 2,646 - 4,004 - 6,996

小計 486,643 23,121 8,647 6,017 6,215 501,316

（無形固定資産）

ソフトウェア 9,014 6,721 176 2,659 - 12,899

電話加入権 37 - - - - 37

在外公館定期不動産貸借権 6,260 41 98 203 - 6,000

小計 15,311 6,763 274 2,863 - 18,937

合計 501,955 29,884 8,922 8,880 6,215 520,253

（単位：百万円）

法人名等 前年度末残高
評価差額の

戻入
本年度増加額 本年度減少額

評価差額（本
年度発生分）

強制評価減 本年度末残高

【市場価格のないもの】

○独立行政法人

国際交流基金 78,972 △ 1,317 - - 1,009 - 78,663

国際協力機構

（一般勘定） 52,430 8,721 - - △ 11,393 - 49,758

（有償資金協力勘定） 10,344,796 △ 2,000,678 81,330 - 2,032,204 - 10,457,652

合計 10,476,198 △ 1,993,274 81,330 - 2,021,821 - 10,586,075

(単位：百万円）

出資先
資産
(A)

負債
(B)

純資産額
(C=A-B)

資本金
(D)

国からの出資
累計額
(E)

出資割合
(F=E/D) %

純資産額に
よる算出額
(G=C×F)

貸借対照表計
上額（国有財
産台帳価格）

使用財務諸表

○独立行政法人

国際交流基金 125,021 46,357 78,663 77,654 77,654 100.00% 78,663 78,663 法定財務諸表

国際協力機構

（一般勘定） 313,512 263,753 49,758 61,152 61,152 100.00% 49,758 49,758 法定財務諸表

（有償資金協力勘定） 18,373,476 7,915,824 10,457,652 8,425,447 8,425,447 100.00% 10,457,652 10,457,652 法定財務諸表

合計 18,812,010 8,225,935 10,586,075 8,564,254 8,564,254 - 10,586,075 10,586,075



(2) 負債項目の明細 

① 未払金の明細 

 

 

② 退職給付引当金の明細 

 

 

③ その他の債務等の明細 

 

 

２ 業務費用計算書の内容に関する明細 

(1) 組織別の業務費用の明細 

 
 

 

 

 

 

 

  

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

児童手当 外務省職員 26

公務災害補償費 外務省職員 20

合計 47

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退職手当に係る引当金 50,596 4,142 4,641 51,095

整理資源に係る引当金 4,053 707 284 3,630

国家公務員災害補償年金に係
る引当金

1,632 195 210 1,646

合計 56,282 5,045 5,135 56,372

（単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高

リース債務 法人 6,996

東日本大震災復興特別会計におい
て計上している退職給付引当金の
うち、外務省一般会計が負担する
退職給付引当金相当額

東日本大震災復興特別会計 16

合計 7,012

（単位：百万円）

外務本省 在外公館 合算合計

人件費 35,318 60,745 96,064

賞与引当金繰入額 2,021 2,604 4,626

退職給付引当金繰入額 4,910 - 4,910

補助金等 5,863 - 5,863

委託費等 517,481 1,100 518,581

独立行政法人運営費交付金 180,222 - 180,222

庁費等 41,482 80,907 122,389

その他の経費 8,364 31,598 39,962

減価償却費 7,667 1,213 8,880

貸倒引当金繰入額 △ 2 - △ 2

支払利息 878 0 879

資産処分損益 9 1,160 1,169

本年度業務費用合計 804,218 179,329 983,548



(2) 補助金等の明細 

 

 

 

 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

国際友好団体補助金
公益財団法人　日本台湾交流
協会

2,414

日中国交正常化以降、台湾との間で非政府間の実
務関係を維持するとの立場の下、人的交流、在留
邦人の保護及び邦人旅行者の入域滞在、台湾住民
の日本入国等に対する各種の便宜供与並びに貿
易・経済の促進、文化・学術の交流その他の関係
が支障なく維持遂行されるよう必要な調査を行う
とともに適切な措置を講ずること等を目的とす
る。

北方領土対策事業費補助金
公益社団法人　北方領土復帰
期成同盟

35

北方領土問題解決のための環境整備の一環とし
て、政府のロシアとの平和条約交渉を後押しする
国民世論の喚起及び統一、さらに国際世論の喚起
を図る。

外交・安全保障調査研究事
業費補助金

(1)公益財団法人　日本国際問
題研究所
(2)公益財団法人　日本国際
フォーラム
(3)国立大学法人　東京大学先
端科学技術研究センター
(4)公益財団法人　中曽根康弘
世界平和研究所
(5)国立大学法人　東京大学未
来ビジョン研究センター
(6)公益財団法人　地球環境戦
略研究機関
(7)公益財団法人　中東調査会

537

我が国の外交・安全保障分野のシンクタンク・調
査研究機関の活動を支援し、その情報収集・分
析・発信・政策企画提案能力を高め、また、それ
らを通じた若手研究者の育成を図る。右を通じて
国際世論形成における我が国の影響力を高め、
もって国益の増進に寄与する。

国際共同研究支援事業費補
助金

公益財団法人　日本国際問題
研究所

488

我が国の調査研究機関による自主的な領土・主
権・歴史に関する調査研究・対外発信活動を支援
し、我が国の領土・主権・歴史に関する客観的な
視点を国内外に発信・共有することによって、国
内外の理解を促進し、もって、我が国の国益を増
進することを目的とする。

独立行政法人国際交流基金
施設整備費補助金

独立行政法人　国際交流基金 188

国際交流基金日本語国際センターの施設につい
て、災害・危機等への対応を図るための整備（宿
泊棟セキュリティシステム導入及び宿泊室等空調
機一斉更新）を行う。

政府開発援助海外技術協力
推進民間団体補助金

(1)公益財団法人　国際医療技
術財団
(2)特定非営利活動法人　国際
協力NGOセンター
(3)特定非営利活動法人ISAPH
(4)特定非営利活動法人　ジー
エルエム･インスティチュート
(5)特定非営利活動法人　難民
を助ける会
(6)公益社団法人　アジア協会
アジア友の会

4

開発途上国においてNGOが実施する開発協力事業
に関連し、NGOが行うプロジェクト調査、国内外
における国際協力関連事業の実施等、NGOの事業
促進に資する活動の支援を目的とし、総事業費の
最大2分の1まで上限200万円を限度として助成す
る。

政府開発援助独立行政法人
国際協力機構施設整備費補
助金

独立行政法人　国際協力機構 2,052
独立行政法人国際協力機構が保有する国内拠点の
うち、老朽化が著しい施設の改修を行うほか、地
域の防災拠点としての機能の向上を図る。

5,722

啓発宣伝事業等委託費
公益財団法人　フォーリン・
プレスセンター

141

我が国を訪れる外国報道関係者や我が国に駐在す
る外国報道関係者に対し、取材活動支援や資料提
供等の便宜を供与することにより、我が国に関す
る正確・客観的な情報を諸外国に発信し、対日理
解の増進と対日関心・親日感情の醸成を図ること
を目的とする。

141

5,863合計

＜補助金＞

小計

＜委託費＞

小計



(3) 委託費等の明細 

 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

国際交流事業委託費
一般財団法人　日本国際協力セン
ター

181

中国の若手行政官を日本の大学の修士課程等
に留学（原則2年間）させることにより、親
日派・知日派を育成し、政府レベルでの相互
理解の増進を図る事業。4年間にわたる事業
（1年目：選考、2、3年目：留学、4年目：
フォローアップ）であるため、国庫債務負担
行為を取得している。

遺棄化学兵器調査事業等
委託費

株式会社　三菱総合研究所 792
中国における遺棄化学兵器に関する現地調査
等を実施するための経費。

政府開発援助平和構築人
材育成事業等委託費

広島大学 62

平和構築・開発の分野で活躍できる日本及び
その他の国の文民専門家を育成するため、実
践的知識・技術を教授する国内研修等の実施
及びその広報活動、またこれら研修修了生の
キャリア形成の支援及び同分野における人材
ニーズ調査・人材発掘等を目的とする。

政府開発援助難民等救援
業務委託費

公益財団法人　アジア福祉教育財
団

623

我が国が国際社会の一員として難民問題解決
のために行う国際協力の一環として、難民認
定者(条約難民)等の本邦定住促進、難民認定
申請者保護、難民に関する各種の相談・問い
合わせに対する情報提供等を実施し、我が国
の難民支援政策の促進を図ることを目的とす
る。

難民救援業務委託費
公益財団法人　アジア福祉教育財
団

159

アジアの主要国として人権人道外交を推進し
ている我が国が、国際貢献及び人道支援の観
点から、第三国定住による難民の受入れを実
施することにより、長期化する難民問題の恒
久的な解決に向けて貢献するほか、人権人道
分野においてアジアでの主導的役割を果たす
こと、また、受け入れた難民が我が国社会に
定着し、安定した生活を営むための定住支援
を提供することを目的とする。

包括的核実験禁止条約国
内運用体制整備事業等委
託費

公益財団法人　日本国際問題研究
所

72

包括的核実験禁止条約（CTBT 平成9年批准)
に従って、国際監視制度施設(世界337カ所の
観測施設のうち現在約9割が整備されている)
から得られる放射性核種や連続波形データ等
に基づいて、条約遵守に係る核爆発実験の判
別に資する独自の技術的評価体制を整備・運
用することを主たる目的とする。

国際裁判対応力強化人材
育成事業等委託費

株式会社　エイチ・アイ・エス 10

国際裁判機関等における日本からのインター
ンシップ参加を支援する。
国際裁判機関等でのインターンシップを経験
した人材は、国際裁判等で必要とされる知見
を修得、人脈を構築し、今後の日本の国際裁
判対策強化の主導的役割を果たす人材となる
ことが期待される。将来的に国際裁判機関等
の中枢で働く職員、又は国際裁判等の弁護人
などの役割を担える国際司法人材を確保する
ことを目的とする。

戦略的対外発信事業委託
費

(1)①ジャパン・エイチ・エル・
リミテッド
　 ②吉本興業株式会社

(2)株式会社日本デザインセン
ター

(3)①富士ソフト株式会社
   ②NTTコミュニケーションズ株
式会社

(4)株式会社野村総合研究所

(5)株式会社三菱総合研究所

3,084

(1)オールジャパンの体制で、日本の正しい
姿を含む政策・取組や多様な魅力を発信する
拠点として、ロンドン、ロサンゼルスに開館
した「ジャパン・ハウス」を事業展開するこ
とを目的とする。

(2)ジャパン・ハウスのイメージ戦略やブラ
ンディング、効果的な広報ツールの活用法等
に対しての支援、助言を行い、ジャパン・ハ
ウスとしてのクオリティーを確保することを
目的とする。

(3)ウェブサイトを用いたジャパン・ハウス
の効果的な情報発信を行うために、ウェブサ
イト基盤を構築し、適切に運用・保守できる
ようにすることを目的とする。

(4)ジャパン・ハウス事業に設定した重要業
績評価指標の分析及び資料作成を目的とす
る。

(5)ジャパン・ハウス事業の制度面での改善
や仕組みを構築するための提言・助言を得る
ことを目的とする。

政府開発援助戦略的対外
発信事業委託費

株式会社 JTB 1,276

オールジャパンの体制で、日本の正しい姿を
含む政策・取組や多様な魅力を発信する拠点
として、サンパウロに開館した「ジャパン・
ハウス」を事業展開することを目的とする。

＜委託費＞



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

領土保全対策事業委託費 民間企業等 82

領土保全に関する内外発信を強化するために
在外公館及び外務本省が連携を図りつつ、国
際世論形成に影響力のある人物（有識者、報
道関係者等）にきめ細かく日本の政策や価値
観等を十分にインプットし、在外公館を活用
しながら有識者の多層的なネットワークを構
築することで、日本の発信力を強化すること
を目的とする。

情報通信技術調達等適
正・効率化推進委託費

公益財団法人　日本国際問題研究
所

115

包括的核実験禁止条約（CTBT 平成9年批准)
に従って、国際監視制度施設(世界337カ所の
観測施設のうち現在約9割が整備されている)
から得られる放射性核種や連続波形データ等
に基づいて、条約遵守に係る核爆発実験の判
別に資する独自の技術的評価体制を整備・運
用することを主たる目的とする。

政府開発援助海外経済協
力事業委託費

(1)一般財団法人　海外産業人材
育成協会

(2)株式会社明光ネットワーク
ジャパン

407

「外国人看護師・介護福祉士候補者日本語研
修事業委託」
(1)日インドネシアEPAに基づき訪日する看護
師・介護福祉士候補者に対し、6ヵ月間の訪
日後の日本語研修を実施することで、候補者
の就労・実務研修が円滑に行われることを目
的とする。

(2)日ベトナムEPAに基づき訪日する看護師・
介護福祉士候補者に対し、現地で12ヶ月間、
日本国内で2ヶ月間の日本語研修事業を実施
することで、候補者の就労・研修が円滑に行
われることを目的とする。

経済改革促進支援事業等
委託費

独立非営利法人　日本センター 506

日本センターを通じ、ロシア市民が日本に対
する理解や国際的な視野を幅広く持つための
機会を提供するための事業や、困難に直面し
ている現地の日本企業を支援するための事業
を実施することを目的とする。

(組織：在外公館)
戦略的対外発信事業委託
費

民間企業等 593
主要国の動向を調査・分析し、我が国に関連
する報道やイベント等をモニタリングするこ
とを目的とする。

小計 7,970

安全保障能力強化等援助
費

開発途上国等 3,900
我が国及び同志国等の抑止力の強化を含む安
全保障上のニーズを踏まえた国際的な支援を
行うために必要な経費

政府開発援助経済開発等
援助費

開発途上国等 193,261

政府開発援助のうちの無償資金協力（開発途
上にある海外の地域（以下「開発途上地域」
という）の開発を主たる目的として同地域の
政府等に対して行われる無償の資金供与によ
る協力）を実施するために必要とする経費

小計 197,161

＜委託費＞

＜援助費＞



 

 

 

 

 

 

 

(4) 独立行政法人運営費交付金の明細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

政府開発援助経済協力国
際機関分担金

国際連合等 24,920 国際機関に対する分担金の支払い

経済協力国際機関分担金 国際連合等 23,111 国際機関に対する分担金の支払い

国際原子力機関分担金 国際原子力機関 4,896 国際機関に対する分担金の支払い

政府開発援助国際機関分
担金

国連中央アフリカ多面的統合安定
化ミッション等

7,193 国際機関に対する分担金の支払い

国際機関分担金
国連中央アフリカ多面的統合安定
化ミッション等

54,487 国際機関に対する分担金の支払い

小計 114,609

政府開発援助経済協力国
際機関等拠出金

グローバルファンド等 143,456 国際機関等に対する拠出金の支払い

経済協力国際機関等拠出
金

国際連合等 2,633 国際機関等に対する拠出金の支払い

政府開発援助国際原子力
機関拠出金

国際原子力機関 1,105 国際機関に対する拠出金の支払い

政府開発援助国際機関等
拠出金

国際原子力機関等 2,842 国際機関等に対する拠出金の支払い

国際機関等拠出金 北大西洋条約機構等 4,511 国際機関等に対する拠出金の支払い

国際農業開発基金拠出金 国際農業開発基金 3,042 国際機関に対する拠出金の支払い

緑の気候基金拠出金 緑の気候基金 41,250 国際機関に対する拠出金の支払い

小計 198,840

合計 518,581

＜分担金＞

＜拠出金＞

（単位：百万円）

相手先 金額 支出目的

独立行政法人　国際交流基金 13,080

国際文化交流事業を総合的かつ効率的に行うことにより、我が国に
対する諸外国の理解を深め、国際相互理解を増進し、及び文化その
他の分野において世界に貢献し、もって良好な国際環境の整備並び
に我が国の調和ある対外関係の維持及び発展に寄与することを目的
とする。

独立行政法人　国際協力機構 167,141

開発途上地域に対する技術協力の実施及び無償の資金供与による協
力の実施並びに開発途上地域の住民を対象とする国民等の協力活動
の促進に必要な業務を行い、中南米地域等への移住者の定着に必要
な業務を行い、並びに開発途上地域等における大規模な災害に対す
る緊急援助の実施に必要な業務を行い、もってこれらの地域の経済
及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に寄与することを通じ
て、国際協力の促進並びに我が国及び国際経済社会の健全な発展に
資することを目的とする。

合計 180,222



３ 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

(1) 財源の明細 

① 主管の財源の明細 

 

 

(2) 無償所管換等の明細 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産貸付収入 805

利子収入 31

許可及手数料 28,202

弁償及返納金 19,830

物品売払収入 12

雑入 71

合計 48,953

諸収入

国有財産利用収入

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 資産等の内容 所管換等の理由 備考

財務省一般会計 81,330 出資金
独立行政法人国際協力機構有償
資金協力勘定への出資増

小計 81,330

7 立木竹 新規登載

小計 7

0 建物 誤謬訂正

0 工作物 誤謬訂正

1,543 建設仮勘定 誤謬訂正

92 物品 誤謬訂正

小計 1,636

△ 9 工作物 誤謬訂正

△ 86 物品 誤謬訂正

△ 176 ソフトウェア 誤謬訂正

小計 △ 272

財務省一般会計 44,292 拠出国債
財務省における国債発行による
国際機関への拠出

△ 130
退職給与引当
金

退職給付引当金算定において適
用する割引率等の変更に伴う差
額

△ 6 美術品
美術品評価により重要物品の対
象外となったことによる減

小計 44,155

合計 126,857

出資金の増減

新規登載による増

その他

誤謬訂正(増）

誤謬訂正(減）



(3) 資産評価差額の明細 

 

 

４ 区分別収支計算書の内容に関する明細 

(1) 財源の明細 

① 主管の収納済歳入額の明細 

 

 

  

（単位：百万円）

区分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

有形固定財産

  国有財産(公共用財産除く） - 6,211 6,211

行政財産 - 6,211 6,211

土地 - 6,212 6,212
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

立木竹 - △ 0 △ 0
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

物品 - 3 3

     美術品 - 3 3
美術品評価による価格改定に
伴う評価差額

出資金 △ 1,993,274 2,021,821 28,546

   （市場価格のないもの） △ 1,993,274 2,021,821 28,546
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

合計 △ 1,993,274 2,028,036 34,762

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産貸付収入 805

利子収入 31

許可及手数料 28,202

弁償及返納金 19,830

物品売払収入 60

雑入 76

合計 49,007

諸収入

国有財産利用収入



参考情報 

１ 外務省の所掌する業務の概要 

外務省は、平和で安全な国際社会の維持に寄与するとともに、主体的かつ積極的な取組を通じて良好な

国際環境の整備を図ること並びに調和ある対外関係を維持し発展させつつ、国際社会における日本国及び

日本国民の利益の増進を図ることを任務としている。 

主な事務としては、日本国の安全保障、対外経済関係、経済協力、文化その他の分野における国際交流

等に係る外交政策、日本国政府を代表して行う外国政府との交渉、条約その他の国際約束の締結、国際情

勢に関する情報の収集及び分析、海外における邦人の生命及び身体の保護等を行っている。 

 

２ 外務省の組織及び定員 

外務省の組織は、本省と世界各地にある 234 の在外公館から成る。 

外務本省は、大臣官房及び国際情報統括官のほか 10 局 3 部から成り立っており、約 2,900 名の職員が

働いている。大臣官房及び基本的な外交政策に関して調整を行う総合外交政策局を除く局は、地域別担当

の 5 つの地域局（アジア大洋州、北米、中南米、欧州、中東アフリカ）と事項別担当の 4 つの機能局（経

済、国際協力、国際法、領事）に分かれており、また、情報収集分析を行う国際情報統括官が置かれてい

る。総合外交政策局の下に軍備不拡散・科学部、また、アジア大洋州局の下に南部アジア部、中東アフリ

カ局の下にアフリカ部が置かれている。 

在外公館には、大使館、総領事館及び政府代表部がある。これらの在外公館には、全部で約 3,700 名の

職員が働いている。 

 
 

  

（参考）令和7年3月31日現在。（　）内は令和6年度末定員

（合計：6,674） 

国際情報統括官 (86) 

在外公館 (3,718) 

2025年日本国際博覧会政府代表

国際協力局 (249) 

国際法局 (112)

中南米局 (42) 

欧州局 (134)

中東アフリカ局 (93)

施設等機関 外務省研修所（28） 領事局 (186) 

審議会等 外務人事審議会 アフリカ部

海外交流審議会 経済局 (152) 

外務大臣 副大臣(2) 外務事務次官 南部アジア部

秘書官 北米局 (81) 

アジア大洋州局 (197)

参事官 (12)

調査官

総合外交政策局 (271) 

軍縮不拡散・科学部

2027年国際園芸博覧会政府委員

サイバーセキュリティ・情報化参事官

大臣官房 (1,316)

外務省 監察査察官

組織と機構 儀典長

外務報道官

国際文化交流審議官

地球規模課題審議官

審議官 (16)(うち充て職(3))

政策立案参事官

大臣政務官(3) 大臣補佐官 外務審議官(2)



３ 外務省における会計・独立行政法人等の間の財政資金の流れ 

 

 

 

 

外 

 

務 

 

省 

 

一 

 

般 

 

会 

 

計 

       
 

 
独立行政法人運営費交付金 

【180,222百万円】 

援助費 【101,002百万円】 

補助金 【2,240百万円】 

 

 

 

   

 

 
独立行政法人 

連結対象法人 

                                                           

 
 

 
補助金・委託費 

 【11,593百万円】  

補助金団体等 
 

 

 

 
 

 
分担金・拠出金 

 【269,157百万円】 

国 際 機 関 等 
 

 

 

 
 

 
援助費 【96,158百万円】 

相手国政府等 
 

 

 

 ＜連結対象法人に対し外務省より交付された（会計）（組織）（項)（目）及び金額＞  

(1) 独立行政法人国際協力機構 

(会計)一般会計（組織）外務本省 

(項)経済協力費 

(目) 政府開発援助経済開発等援助費 100,921 百万円 

(項) 独立行政法人国際協力機構運営費 

(目)政府開発援助独立行政法人国際協力機構運営費交付金 167,141 百万円 

(項) 独立行政法人国際協力機構施設整備費 

(目)政府開発援助独立行政法人国際協力機構施設整備費補助金 2,052 百万円 

(2) 独立行政法人国際交流基金 

（会計）一般会計（組織）外務本省 

(項) 独立行政法人国際交流基金運営費 

(目)政府開発援助独立行政法人国際交流基金運営費交付金 7,585 百万円 

(目)独立行政法人国際交流基金運営費交付金 5,495 百万円 

(項) 独立行政法人国際交流基金施設整備費 

(目)独立行政法人国際交流基金施設整備費補助金 188 百万円 

 

＜業務関連性＞ 

(1) 独立行政法人国際協力機構 

 独立行政法人国際協力機構（JICA）は、我が国の国際協力の実施機関であり、前身である国際協力事

業団の設立以来実施してきた技術協力業務に加え、旧国際協力銀行の海外経済協力業務（現在の有償資

金協力業務）及び外務省の無償資金協力業務（外交政策の遂行上の必要から外務省が引き続き自ら実施

するものを除く）を継承し、平成 20 年 10 月 1 日に新たに発足した。 

 JICA は、開発途上にある海外の地域（開発途上地域）に対する技術協力（研修員の受入や技術専門家



の派遣、機材の供与、開発計画調査型技術協力等）の実施、有償（円借款及び海外投融資）及び無償の

資金供与による協力の実施並びに開発途上地域の住民を対象とする国民等の協力活動の促進に必要な

業務（JICA 海外協力隊の派遣等）を行い、中南米地域等への移住者の定着に必要な業務（移住事業）を

行い、並びに開発途上地域等における大規模な災害に対する緊急援助の実施に必要な業務（緊急援助隊

の派遣）を行い、もってこれらの地域の経済及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に寄与するこ

とを通じて、国際協力の推進並びに我が国及び国際経済社会の健全な発展に資することを目的としてい

る。 

 JICA の主務大臣は外務大臣及び財務大臣（管理業務のうち有償資金協力業務に係る財務及び会計に関

する事項）であり、外務大臣は JICA に対して業務運営の効率化や業務の質の向上等について中期目標を

定め、指示する。また、上記に掲げる業務のうち技術協力、有償資金協力、無償資金協力、海外協力隊

の派遣等については、政府（外務省）と当該国又は国際機関が国際約束を取り交わし、これを踏まえ、

JICA が業務の実施を担う。 

 

(2) 独立行政法人国際交流基金 

 独立行政法人国際交流基金は、日本の国際文化交流事業を推進するための専門機関として設立された

外務省所管の特殊法人国際交流基金を前身とし、我が国に対する諸外国の理解を深め、国際相互理解を

増進し、文化及びその他の分野において世界に貢献し、もって有効な国際環境の整備並びに調和ある対

外関係の維持・発展に寄与することを目的とした活動を行っている。具体的には、文化芸術交流、海外

での日本語教育、日本研究・知的交流等の分野において、人物の派遣及び招聘、催し物の実施、助成事

業、資料の作成・収集、調査・研究活動など様々な事業を実施している。 

 外務大臣は、独立行政法人国際交流基金の主務大臣として業務運営の効率化や業務の質の向上等につ

いて明示的に中期目標を定める。また、業務の計画・立案、実施は国際交流基金の自主性に委ねられる

が、国際文化交流に係る外交政策を十分に踏まえつつ、長期的及び広範な視野から、相手国との外交関

係及び相手国の事情に即した事業を行うために外務省とは常に協議を行っており、海外での事業実施に

あたっては、在外公館の協力を得ている。 

 

４ 令和 6 年度歳入歳出決算の概要  

 一般会計 

  歳入決算                 歳出決算 

   収納済歳入額     49,007 百万円        支出済歳出額          951,291 百万円 

(項) 許可及手数料                  （組織）外務本省       765,481 百万円 

（目）手数料   28,202 百万円             うち（項）経済協力費  233,785 百万円 

(項) 弁償及返納金                      （項）独立行政法人国際協力機構運営費 

  （目）返納金   19,821 百万円                           167,141 百万円                                        

                                （組織）在外公館       185,809 百万円 

     

 

５ 公債関連情報 

  一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等については財務省

に計上されている。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されていることから、各省庁の

負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連情報として開示している。

仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類に負債計上するものではない。 

 

 

 

 



 (1) 財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額（借換債を除く。）

及び当該年度の利払費は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高                       10,488,516 億円 

・当該年度に発行した公債額                        371,389 億円 

・当該年度の利払費                             68,626 億円 

 

 

 (2) 財務省において計上されている①の計数を公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等を基礎とし

て各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高のうち当省配分額         156,414 億円 

・当該年度に発行した公債額のうち当省配分額          5,691 億円 

・当該年度の利払費のうち当省配分額                  1,023 億円 

 


